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１．序文一本稿の課題
1993年末の小稿「過渡期経済政策のアポリア」（堀林〔14〕）において筆者
は中欧過渡期経済政策を批判的に検討した。当時の筆者の批判点を要約的に
再現しておくと次のようである。
マネタリーな安定化の過度の強調と実体経済の軽視。政治転換時（89年）
の始発経済条件の各国別差異にかかわらず，中欧ポスト共産主義諸政権はお
しなべてマネタリーな安定化（反インフレ緊縮政策）と自由化（価格，貿易）
の政策ミックスを適用した。国家はマクロ安定化に専念し，ミクロ経済（実
体経済）の改善は「市場の自然淘汰」に委ねられた。その結果，マネタリー
な安定（インフレ緩和）と「不足経済解消」面で改善が見られたものの，他
方で緊縮政策とコメコン市場崩壊による総需要収縮＝大幅な生産低下が生じ，
それは「調整リセッション」の城を越える「長期大不況」の様相を呈した。
私見によればその背景には，旧体制の「不均衡」を総需要超過と把握しミク
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ロ構造不均衡(使用価値側面の需給ミスマッチ）を軽視する一面的な認識と，
それに基づく過渡期政策の採用ということがあった。
私有化幻想と国際支援幻想。国有大企業が経済の圧倒的シェアを占め，民
間資本がほとんど存在しない始発条件の下では,サービス，商業部門での｢小
規模私有化」は別として，製造業などの「大規模私有化」は長期的目標とな
らざるを得ないという常識が政治転換期特有の「ユーフォリア」の中でかき
消され，それが短期的目標として設定された結果，「投げ売り」（資産評価額
以下での売却)，「形式的私有化」（所有権のみの移転。有能な経営主体の創出
という私有化の実質的目的軽視）などの弊害を生んだ。また短期的目標とし
ての私有化課題の設定は，国有企業の長期構造改善プログラム不在，外資へ
の優良企業売却終了に伴う私有化ペース緩慢化(特にハンガリー)，国有企業
経営者の「不確実性感覚｣，構造改善意欲減退などを招き「長期大不況」の－
大要因となった。さらに，政治転換期特有のユーフォリアは「西側支援」の
過剰な期待をもたらし，西側国家とて「理念」（自由と民主主義）のみならず
（むしろ）「国益」を動機として行動するという醒めた認織を転換期政策当事
者から失わせしめ，西側諸国でさえ一定の国内産業保護措置を取っているこ
とさえ忘れさせ，性急な貿易自由化，急速な貿易エリア転換（旧コメコン諸
国からＯＥＣＤとりわけＥＵ諸国向けへ）を志向させた結果（初期には国際
収支好転の成果をもたらしたものの)，西側諸国の景気後退もあって，中欧諸
国では総輸出の大幅収縮が生じ，これまた「長期大不況」の要因となった。
筆者は，以上のように中欧過渡期の「長期大不況」を「政策派生的不況」
と把握したうえで，「マネタリスト的＝新保守主義的＝新自由主義的｣過渡期
経済政策がこれ以上継続されるならば，よくても「低水準での均衡の罠」（＝
長期停滞)，最悪の場合さらなる生産減・失業増大を招き，社会的・政治的不
安定化をもたらすと警告し，次のような代替的選択肢の方向を提示した。
①マネタリーな安定化からミクロ的実体経済改善と成長を重視する方向へ
の政策目標の重点移動,②ミクロ構造(実体経済)改善のための｢公的介入｣，
短期のうちに私有化すべき企業と長期的に公共部門として留まる企業の区別
の明確化（国有企業経営者の「不確実性感覚」除去）と後者に関する産業政
策適用,③農業など特定部門への保護措置適用，また雇用の急速な悪化を防
－５６－
旧共産主義地域過渡期経済政策再論（堀林）
ぐために当面の間旧コメコン貿易回復に努めること,④政策立案に際して社
会的合意形成を重視すること（旧共産主義地域に支配的な「不確実性感覚」
軽減と生後間もない民主主義擁護のために不可欠)，⑤既成理論や他国モデ
ル（｢仮想の体系｣）追従でなく，現実の経済・社会状況から出発し，なによ
りも国民生活改善を緊急課題として政策立案を行うこと。
ところで，筆者が中欧過渡期の初期経験を総括し上記のような見解を披鰯
して（前記小稿は93年９月脱稿）以後「中東欧諸国とロシアにおける政治的
気流の変化」が生じた（佐藤〔12〕232ページ)。リトアニアでの旧共産主義
政党の政権復帰に続く93年１０月ポーランドでの左翼民主連合中心の連立政権
樹立，同年末ロシア総選挙での「急進改革派」退潮，９４年６月ハンガリーに
おける社会党（旧共産党改革派）中心の連立政権誕生，同年末ブルガリア総
選挙での社会党（１日共産党）圧勝などである。これら「政治的気流の変化」
は旧体制への回帰を意味するものでないが，そこに政治転換後の過渡期経済
政策の帰結（長期大不況，生活悪化，格差増大など）に対する旧共産主義諸
地域民衆の明確な拒絶反応が示されていたことは明白である（ハンガリー政
変の背景については堀林〔15〕を参照のこと)。
しかし，こうした「政治的気流の変化」は必ずしも転換初発期の経済政策
の「抜本的見直し」につながってはいない。そこで，本稿では中欧を主たる
分析対象としつつも旧共産主義地域全体(いわゆるTransitionalEconomies）
にも目配りしながら「過渡期経済政策のアポリア」を再度論じ，筆者自身に
よる代替戦略構想の一層の明確化に努めたい｡その際,｢比較経済学｣(Journal
ofComparativeEconomics)第19号(1994年)に掲載されたコルナイ（Kornai
〔７〕)，エルマン（Ｅｌｌｍａｎ〔５〕）の所説紹介を行い，それらの批判的検討
を通じて自説を展開するという方法をとることにしたい。
Ⅱ.コルナイの所説の紹介一転換不況の要因と打開策
既に，筆者は先稿においてコルナイの「転換不況論」の批判的検討を行っ
ている（堀林〔14〕134～138ページ）が，その際検討対象としたのは彼の短
い学会報告原稿であった（Ｋｏｍａｉ〔６〕)。その後，コルナイはその報告原稿
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の論旨をより精密化した論稿｢転換不況－その主要な原因｣を｢比較経済学」
に掲載している（Kornai〔７」pp39-63)。そこでは，「転換不況」が過渡
期経済の最も危険な症状であるとの認識に基づき，その要因の多角的分析が
行われるとともに不況脱出の処方菱が提起されている。筆者（堀林）はコル
ナイの「立論の方法」に批判的であるが，危機認撤については彼と共有する
部分が多く，また彼の示す過渡期経済政策の転換方向のうちいくらかについ
ては見解を同じくしている（後述)。自説の展開に先立ってまずコルナイ新稿
の主旨を紹介しておく。
１．コルナイの「転換不況」論
コルナイによれば旧共産主義地域が直面する「不況」(彼は「リセッション」
という用語を使用しているが，筆者は「景気後退」でなく「不況」の訳語を
あてる。当該地域経済の惨状からして「景気後退」の訳語は不適切である）
は資本主義の景気循環のパターンとは異なる特徴を有しており，さらにコメ
コン解体のような単一の外的要因に帰すのも不適切な，体制転換固有の「複
合的要因」に由来する「転換不況」である。その際「複合的要因」を構成す
るのは主として次の５つである。なおコルナイの「転換不況」論は，主とし
てハンガリーの例に即して展開されているが，その５つの要因の多くは他の
旧共産主義地域にも妥当するものとされている。
（１）売り手市場から買い手市場への転換
コルナイは「生産障害に寄与する諸要因」の政治転換（89年）前後の推移
（ハンガリーに即して）を示すアンケート調査（生産者に対する）を示しな
がら（Ｋｏｍａｉ〔７〕ｐ43)，現在の不況において第一義的役割を果している
のは需要不足であると説いている。例えば，そのアンケート調査によれば，
1993年度第２，３四半期において「需要不足を生産の障害とみなす生産者」
の比率は全体の３分の２にも及んでいる。
彼によれば，ハンガリーでの「資源制約経済」（不足経済）から「需要制約
経済」への変化は政治転換以前から開始され転換以後加速化された。コルナ
イは,その過程を次の２段階に区分している。第１段階は，（政治転換以前に）
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漸次的に進められた価格自由化によって｢潜在インフレ(＝不足)｣がモデレー
トな顕在インフレに転化，次いで政治転換以後の広範な価格自由化によって
インフレがさらに加速化，９１年６月に対前年同月比38.6％に達するまでの段
階である。この間，供給側では私的セクター出現と拡大，生産への参入条件
緩和，輸入自由化があり価格水準の推移に影響を及ぼした（インフレ緩和の
方向で)。ともあれ，この過程を通じて従来「物不足」のため費消されなかっ
た購買力，過剰流動性が吸収されマクロ的超過需要状態（＝売り手市場）は
解消されるに至る。
９１年，９２年になると反インフレ的財政・金融政策が強力に実施される。こ
れが「需要制約経済」への変化の第２段階である。これによって，一方でイ
ンフレは92年７月に20％（対前年同月比）に低下，９３年も20～26％の範囲で
推移することになるが，他方で市場は明らかに「需要不足」（有効需要が「潜
在的ＧＤＰ」を下回る）に転じた。
ところで，総需要不足は教科書的説明からすればインフレ解消に至るはず
であるが，旧共産主義地域においては未だ不況とインフレ併存という特異な
事態が続いている。しかし，コルナイの新稿においてその事態への直接の言
及は見あたらない。これは，コルナイが旧共産主義地域不況を「半ケインズ
的」ととらえ（必ずしも有効需要不足だけから説明できないという意味で)，
次に見るように供給面にも不況要因が存在するとしていることと無関係では
ない。
（２）経済構造転換の遅れ
コルナイによれば「資源制約経済」から「需要制約経済」への転換は，需
要要因による不況の可能性を示唆しても，それだけで１日共産主義地域が被っ
ているような大不況を不可避のものとするわけではない｡マクロ・マネタリー
な均衡化過程（価格水準の上昇過程）において，需要構造に合致する供給反
応が活発であったなら，強い反インフレ政策は必要とされず，したがって劇
的生産低下は生じなかったはずである。しかし供給反応規模は期待を下回る
ものであった。コルナイによれば｢実体経済｣の実際の推移は次のようであっ
た。
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ハンガリーでは政治転換に先立つ改革時代から生産物構造が徐々に変化を
遂げていた。「古典的共産主義の強制成長戦略」に由来する主意的生産構造か
ら現実の需要構造にマッチするそれへの矯正過程が進行していた。その過程
は政治転換以後加速化された。価格と貿易自由化によって新しい相対価格体
系が出現した。これによって現実の需要構造は従来にもまして「明示的」と
なり,例えば過去において需要充足が延期されてきたパソコン,テレ・コミュ
ニケーションなどエレクトロニクス製品，観光関連サービス，外食産業の価
格は上昇し，これらは収益的部門となった。他方で，在来型産業に属し，国
際的標準と比較して高コスト生産企業は，新価格体系の下で（価格下落，収
益低下)，生産縮小，停止に追い込まれた。単純化して言えば，ハンガリーの
部門構造の転換は製造部門の生産縮小，サービス部門拡大の形をとって進行
し，ミクロレベルでの生産物構造のめざましい革新となって現れた。さらに，
こうした部門・生産物構造の変化は，一方で純国家セクターシェア低下と生
産縮小，純私的セクター及び混合セクター（国家と民間）のシェア増大と生
産拡大，さらには大企業不振，中小企業の発展という所有及び企業規模構造
の変化とオーバーラップしながら進行した。
コルナイによれば，供給反応の素早い中小私有及び混合セクターの生産拡
大が国有大企業の生産縮小を上回る形で「実体経済」のリストラが急速に進
行していたならば「転換不況」は生じなかったはずであるが，構造転換の規
模は不十分なものであった。こうした観点から，コルナイはマクロ的総需要
不足と合わせてミクロ的供給面での適応不足をも不況要因であるとみなし，
しかも後者を前者よりも重視する見地から「転換不況」を「ケインズ的とい
うよりもシュンペーター的特徴を持つもの」と定義している（Ｋｏｍａｉ〔７〕
ｐ４５)。
（３）調整の中断
コルナイは不況の制度的要因にも言及している。それは「市場的調整」が
機能するのに不可欠な制度不備の問題である。｜日ソ連継承共和国やアルバニ
ア，ブルガリアにおける不況の主因はここにある。彼は，これらの諸国では
従来の「官僚的調整」も新しい「市場的調整」も機能しない無政府状態が随
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所に見られそれが大不況の支配的要因となっていると説く（改革時代のハン
ガリーの状況を，かつてパウエルは「計画も市場もない」と特徴づけたこと
がある。コルナイの「調整の中断」概念はこれと同じである。Bauer〔２〕
参照)。
ハンガリーにおいては，長い改革時代を経た後，転換過程に移行したため
「調整の中断」現象が支配的という状況にはないが，それでも一定の分野に
それが見られ不況の－要因を構成している。特に農業と住宅建設の分野でそ
れが顕著である。ハンガリーでは，転換以前に協同組合セクターと私的イニ
シアティブを結合する独特の「調整システム」が機能し，相対的に良好な農
業実績を生みだしていた。政治転換以後，所有・経営形態の変更（旧協同組
合の再編成，集団化以前の旧所有者への土地返還と小農経営復活）が試みら
れたが，それに見合う制度的前提（小生産者と消費者を結ぶ流通制度，自営
業者向け信用制度，西欧で一般的な価格補助体系等々）は未整備である。こ
こから生まれる「見通し不明」が生産者の士気を挫くところとなり天候不順
も重なって農業生産の大幅減を招いた。
住宅建設部門においても古い「官僚的調整」（公的供給）は崩壊したが，市
場的調整に適合する制度的前提（民間ディベロッパー，住宅金融制度等々）
は未整備である。その結果，住宅需要は大きいにもかかわらず，転換以後こ
の部門は「壊滅状態」に陥った。コルナイは，市場的調整の発展には時間が
かかることは認めながらも，両部門の「陥没」は適切な制度を速やかに導入
しなかった政府の責任に負うところが大きいとしている。
（４）金融制度の未発達
コルナイが示すアンケート調査（Ｋｏｍａｉ〔７〕ｐ４３）によれば，９３年に
おいてハンガリー生産者の約半分が「資金不足」を「生産上の障害要因」と
指摘している。先に述べた「需要不足」に次いでこの要因がハンガリーにお
ける生産の障害となっているということである。コルナイによれば，それは
緊縮政策というよりむしろ「市場的調整」に適合する金融制度の未整備に由
来するところが大きい。
市場経済一般にとってもそうであるが，特にそれに向かう転換初期におい
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ては新規（私的）起業家の投資意欲を喚起し，預金者と借り手を効率的に媒
介する金融的インフラストラクチャーの整備（開発銀行のネットワーク，投
資ファンド，ベンチャー・キャピタル会社などの創設，年金ファンドの効率
的運用等々）が必要不可欠であるが，この点で政府は積極的イニシアティブ
をとろうとしなかった。上で述べた農業・住宅部門の不振，さらに「転換不
況」の長期化の－要因はここにあるというのがコルナイの見解である。
（５）企業の財務規律の強化・「ハードな予算制約」
体制転換以前にコルナイは,強制成長戦略に起因する「ソフトな予算制約」
が「不足経済」の元凶であると論じ，また「間接的官僚調整」（＝経済改革）
の下での「予算制約のハード化」の限界を示唆し，徹底した「市場的調整」
への転換を主張したことがあるが（コルナイ〔10〕)，ここで紹介している新
稿においては体制転換に伴う「予算制約のハード化｣が需要収縮を通じて｢転
換不況」の－要因となっていると述べている。
新規創業の私的セクターの予算制約は最初からハードであるが，国有セク
ターでも予算制約は体制転換に伴ってハードになっている。倒産法が施行さ
れ，多くの国有企業が廃業に追いやられ失業者が続出している。さらに，生
き残った企業も，余剰労働力の解雇，投入節約（手持ち在庫利用）等の合理
化を実施している。また，国有企業の私有化が「予算制約のハード化」につ
ながるのはもちろんのことである。
失業増大は消費需要縮小，企業倒産・合理化は投入需要（原材料，部品そ
の他）減退を招く。こうして，コルナイは現在「予算制約のハード化」が総
需要低下をもたらし「転換不況」の－要因となっていると説く。
２．コルナイによる「転換不況」脱出の処方菱
以上のようにコルナイは「転換不況」の諸要因を列挙した後，不況の長期
化あるいは「低水準の均衡の罠」がもたらす危険を警告し，従来の経済政策
目標の変更とそれに対応する若干の具体的施策の提案を行っている。そこに
は，従来のコルナイの見解には見られなかった観点，即ち国家の積極的役割
肯定の見地も示されている。以下でコルナイの不況脱出のための処方菱を見
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てみる。
（１）経済政策目標のハーフターンの必要とその根拠
彼によれば，転換始発期に政治家や経済学者の多くが明示的あるいは黙示
的に追求した経済政策目標は，①対外債務増大阻止，②インフレ緩和，③社
会政策的観点からの失業対策であり，不況防止は緊急目標とされていなかっ
た。しかし，今やプライオリティの変更が必要であり，経済政策上の優先順
位と現実的目標は次のように設定さるべきである。
①不況からの脱出と成長経路への乗り入れ,失業増大停止と雇用回復,②
インフレ加速化再燃防止，当面12～18％程度のモデレート・インフレを許容
（－桁インフレは成長経路乗り入れ以後追求すべき),③国際収支の極端な悪
化阻止，対外債務累稲スピーラルの再現阻止，しかし経常収支の若干の赤字
は許容すべきで，対外債務残高削減・外貨準備増大を急ぐべきではない。
コルナイはこうした政策目標変更提案が，インフレ，対外債務問題を無視
し専ら成長だけを追求する方向への政策転換の提案（Ｕターン）と誤解され
るのを防ぐために自らの提案を「成長へのハーフターン」と命名している。
ところで，こうした政策目標変更を正当化する根拠についてのコルナイの
見解はどうであろうか。
彼によれば「成長へのハーフターン」の根拠は，まず何よりも，①不況の
深刻さ自体の中に求められる。「転換不況」に伴う保健・教育条件の悪化，イ
ンフラ及び技術的後進性の持続，広範な貧困者層の出現等々の問題を長く放
置するわけにはいかない。不況局面における再分配上の施策だけでこれらの
諸問題を解決するのは不可能である。経済成長だけがこれらの諸問題解決の
処方菱となり得る｡さらに,②私的セクターの成長が不況脱出の要であるが，
現状ではその成長に黄信号が点滅している。このセクターの生産低下が顕著
となれば景気回復は絶望的になる。したがって，今のうちに「成長へのハー
フターン」が試みられる必要がある。最後に，③政治的「ワイマール化」の
危険回避である。大量失業発生は民主主義体制不信，デマゴーグ跳梁，独裁
渇望の土壌となる。何としてもこれを防ぐ必要がある。
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（２）「成長へのハーフターン」のシナリオと国家の役割
それでは「成長へのハーフターン」のシナリオをどう描くべきか。コルナ
イによれば，理論的には不況脱出策として「後方」と「前方」の２つのシナ
リオが想定され得る。前者は，経営危機にある国有企業の救済（補助金供与）
による雇用確保，貿易上の保護主義の全般的適用，超ケインズ主義的有効需
要創出策（金融・財政政策）と「官僚的調整」のミックスである。これは，
体制転換の中止，旧経済システムの部分的復活を伴うシナリオである。コル
ナイはこのシナリオを拒否し「前方への脱出」シナリオを推奨する。それは
マネー・ルージングな経済活動一掃，私的セクター拡張及び効率的な経済活
動促進(それによる雇用拡大)，収益的輸出促進などに政策的重点を置くとい
うものである。その際，彼によればルッセフェール」と「公的介入許容」
の２つの方式が想定され得る。コルナイは信条としては｢市場の自然淘汰力」
への確信に基づく前者を好むが，それは「政治的に危険」（｢ワイマール化」
の可能性）であり，また多くの開発途上国が直面する「低水準の均衡の罠」
に陥る危険を胎むが故に現実的政策選択肢としては推奨できないと説く。
ここで「低水準の均衡の罠」とはハンガリーの場合に即して言えば，失業
率の高値安定，遊休設備の残存，投資ペース緩慢さ持続，私的セクター拡張
停止，外資導入高減少，財政危機持続化，そこから生じるインフレ傾向とイ
ンフレ対抗政策_経済収縮の悪循環などの現象をさす。換言すれば，劇的生
産低下はストップするが経済停滞が持続する事態のことである。
したがって「成長へのハーフターン」のための公的介入を許容すべきある
というのがコルナイの立場である。その際，彼は「転換期の国家の役割の最
適規模｣についての理論は未だ確立されておらず,したがってプラグマティッ
クなアプローチを取らざるを得ないと説きつつも,他方で①近代的市場経済
諸国のいかなる自由主義者と言えども許容する国家の役割，即ち財政・金融
政策，金融部門と「自然独占」の監視といった国家の役割を前述の政策目標
に沿った形で実施すること，②市場経済への過渡期の国家は,既存市場経済
諸国の国家が果たしている以上の積極的役割を果たすべきであり，特に市場
経済に不可欠な制度的諸前提創出（所有転換，古い組織の廃止，新組織の設
立等々）に全力を尽くすべきであるとの原則的見地を示している。
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さらに，コルナイは「成長へのハーフターン」において特に投資と貿易の
果たす役割を重視し，独立した章をたて，それぞれの現況を分析したうえで
「公的介入」の具体的あり方についても若干の提言を行っている。
（３）投資と貿易の現状及び「公的介入」のあり方
既に，政治転換以後の総需要低下について言及したが，コルナイによれば
この点と関連して最も注目さるべきは投資と輸出である。
（i）投資について
政治転換以後92年までの期間にハンガリーの投資水準は23％低下した。コ
ルナイは，政府投資，国有企業部門，私企業部門のそれぞれについてその原
因を明らかにし投資促進の対策を提言している。
政府投資の縮小は，財政危機に加えて政治転換そのものに由来するところ
が大きい。共産主義時代の政府投資は「密室」で決定されたが，政治転換以
後これについて国会でのオープンな議論が必要となった。政治転換以前，と
りわけ「古典的共産主義」時代には国有企業のみならず国家財政自身も「ソ
フトな予算制約」の下にあり，政府投資の拡張ドライブが働いていたが，転
換以後そうした「投資渇望」に代わって「恐れと警戒」（＝世論や野党の批判
を警戒）が支配的ムードとなった。これが政府投資縮小の主な理由である。
しかし，不況脱出のためには歳出のうち投資の比率を増すことが不可欠であ
り，とりわけ産業的インフラ投資は政府が負うべき重要分野である。さらに，
住宅建設に関しても政府は責任を負うべきであり，ここでは｢都市計画制定」
など一定の「官僚的調整」の導入も許容さるべきである。さらに，コルナイ
によれば積極的な政府投資は全般的不確実性の雰囲気を除去するという観点
からも重要である。
国有企業の投資縮小は,既に述べた｢予算制約のハード化」（資金調達困難）
と将来展望に関する不確実性（いずれ私有化されるであろうとの予測等々）
に起因している。コルナイの提言は以下の通りである。まず，将来的にも国
家所有のまま生き残りのチャンスのある国有企業について，政府は経営者の
「恐れ」を取り除き，投資意欲を持てる方向にビジネス界の世論を誘導しな
ければならない。私有化対象となる国有企業についても，私有化時点まで放
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極するのではなく，投資を伴うリストラを断行，資産価値を最低限保持し，
可能ならそれを高めたうえで新所有者に移管する方針を確立すること。その
ために企業経営者に確固とした目的意識をもたせること。さらに，新所有者
になるべく予定されている民間事業家等に対しては，私有化後の投資計画．
雇用方針を求め，それが社会的に適切と認められた場合にのみ私有化主体と
して認可すること。後者の措置は，現国有企業経営者及び被雇用者の「不確
実性の感覚」を減じることになろう。私有化は急ぐべきだが，それは性急な
売却ではなく，上記のような対策の速やかな実行を意味するというのがコル
ナイの見解である。
私企業は投資のアニマルスピリットを保持しているが，既に述べたような
金融制度の未発達が彼らの投資意欲をそいでいる。したがって，効率的金融
制度の確立が必要だが，転換期の特殊性に鑑みて，政府が投資補助．税減免
を施すこと，さらに進んで私企業家と融資機関の双方に政府保証を与えるこ
と，即ち国家と民間部門の間の「リスクシェア・パートナーシップ」樹立が
重要である。それによって外資や国内投資家の間でハンガリー経済の将来に
ついての信頼が生まれることになろうとコルナイは説いている。
（ii）外国貿易
対旧コメコン貿易の大幅減に由来する輸出の落ち込み（投資よりももっと
劇的に低下）も不況の一因ではあるが，コルナイはこれを転換不況の５つの
要因とは別の独立した要因であるとは見なしていない。なぜなら，かつての
コメコン市場は自国で需要がない商品の販路の役割を果たし「売り手市場」
の一因を構成していたという意味で旧経済システムの構成要素であり，した
がって輸出低下は既に述べた「シュンペーター的転換不況」（需要構造変化に
対する実体構造変化の遅れ）の文脈で理解可能であるからである。
政治転換直後，ハンガリーの生産者はコメコン崩壊による総輸出の低下に
もかかわらず，輸出ポテンシャルの多くを従来のコメコン市場からＯＥＣＤ
諸国に振り替える調整にある程度成功し，生産低下によるカタストロフィー
を防止し，しかも国際収支好転という成果を収めたがこの過程も長く続くも
のではなかった。一つは，西側諸国の不況と保護主義的傾向の影響であるが，
他は国内的要因に由来するものである。即ち，転換初期の対西側輸出の一部，
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とりわけ国有大企業の対西側輸出の多くは国内需要とコメコン需要低迷を代
替する損失覚悟の「出血輸出」の性格を持つものであり，したがって「予算
制約のハード化」につれて減少することが始めから運命づけられていた。
コルナイは，一方で長期的観点からはハンガリーのような開放度の高い小
国にとって輸出が成長誘発部門を構成するとしても速やかな不況脱出の決め
手になるかどうかは疑問であるとし，転換初期に見られたような性急さ（対
外債務の急速な削減，外貨準備増大を第一義的政策目標とする過度の輸出促
進策）を戒めながら，他方で前述のような投資刺激に類似する国家の輸出援
助策が特に私的セクターに適用さるべきであると提案している。さらに，輸
入自由化が多くのハンガリー生産者を危機に追い込んだ元凶であるとする批
判を退けながらも（輸入との競争なしに生産低下に陥った企業も多く，また
輸入競争を生き延びた企業も多数存在するとして),不況脱出の一時的手段と
しては経済合理性の見地から許容される範囲内での（各種ロビーの圧力によ
るものではない）国内生産者保護措置適用も容認するとしている。また，輸
出促進，輸入競争緩和のため国内通貨切り下げの必要についても言及してい
る（切り下げはインフレ圧力をもたらすが「成長へのハーフターン」のため
それは許容さるべき)。
以上がコルナイの「転換不況論」及び「不況脱出のための処方菱」の主旨
である。そこには，転換初期に反インフレ政策基調の「外科手術」を推奨し
たのが他ならぬコルナイ自身であった（コルナイ〔11〕を参照）ことが不問
に付され（明確な自己批判の欠如)，「成長へのハーフターン」が「状況の論
理」から提案されているという問題点がある。さらに「成長へのハーフター
ン｣の主要な担い手として想定されているのはあくまで私的セクターであり，
したがって「公的介入」もその見地から力説されているという問題（少なく
とも筆者＝堀林の見地とは異なる）も存在する。それについては，後に筆者
（堀林）の見解を示す箇所で改めて論じることにしたい。
Ⅲ．エルマンの所説紹介一転換始発期の経験の総括
「比較経済学」誌第19号には，既に紹介したコルナイ論文の他にエルマン
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の｢転換,不況及び経済学一いくつかの教訓｣と題する論稿(Ｅｌｌｍａｎ〔５〕)，
アスランドの論稿「東欧体制転換初発期の教訓」（Aslund〔１〕）が掲載さ
れている。筆者（堀林）の整理によれば，アスランドはこれまでの新自由主
義的過渡期政策を基本的には肯定的に総括しており，コルナイは彼自身の初
期の新自由主義的立場からの「ハーフターン」（中途半端な転向）を示し，エ
ルマンは転換始発期の政策に対して最も厳しい批判を投げかけているという
ように各論者の立場を特徴づけることができる。その際，エルマンの論稿に
ついて，筆者（堀林）はその叙述の方法に不満を持つ（過度に羅列的）が，
内容的には賛同するところが多く，さらに筆者自身が彼から啓発された問題
領域も少なくない。彼の論稿を取り上げるのはそうした理由による（なお，
エルマンには日本語に翻訳された著書〔９〕がある)。
彼は，旧共産主義地域の体制転換４年間（90～93年）の経験を総括し，実
に27項目にも及ぶ「教訓」を引き出している。それぞれの教訓項目は相互に
関連を持つが独立して取り扱われている。以下で，筆者（堀林）による内容
区分にしたがってエルマンの見解を要約的に紹介してみる。
（１）転換初期の政策当時者の誤った想定とその帰結
エルマンは１日共産主義諸国の転換初期の過渡期経済政策に対してネガティ
ブな立場を取っているが，２７項目に及ぶ「教訓」の最初の項目として「我々
が完全に理解していない状況に対して「我々の」考えを押しつけることの危
険性」を指摘し，ＩＭＦ，世銀などの「助言」の有害性について言及してい
る。彼らの助言は「教科書的」であり，旧共産主義地域の現実から出発する
ものではなかった。例えば「予算制約のハード化」による国有企業の構造改
善を彼らは想定したが，実際の国有企業の共通行動パターンは，生産削減と
価格引上げ，次いで取引先への支払停止，譲歩を得るための銀行及び財政当
局との交渉，従業員への賃金未払い，そして最後に解雇に訴えるという予想
外のものであった。実情に疎い者の助言と，旧共産主義政策当事者の側での
その受容の最も悲惨な帰結は|日ユーゴスラビアに見られる｡ここでは，ＩＭＦ
の勧告にしたがって89年に急進的な安定化計画が導入されたが，失敗に終わ
り，それはその後の連邦崩壊，内戦の一大要因を形成した。
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エルマンの指摘する教訓の第２項目は「転換は予想以上に複雑であること
の判明」であり，ここでは特に私有化が予想された以上に困難な過程である
こと，さらに私有化に際して「所有権分配のあり方よりも所有権に対する統
制のあり方」の探究の方がより重要であることが現在判明していると指摘さ
れている。これは，既に筆者が先稿（堀林〔14〕）で述べたことと同じである
（即ち「形式的所有転換」の問題性)。
第３の教訓は｢転換がpath-dependentな過程であることの判明」である。
筆者（堀林）は，エルマンのこの指摘から多くの示唆を得た（後述)。エルマ
ンによれば転換の帰結は，「始発条件｣，「外的環境｣，「実施される政策」に依
存しており，しかも後者の「実施される政策」は前者の「始発条件｣，「外的
環境」に強く依存している。たとえば，旧東ドイツで「ショックセラピー」
が実施され，ウクライナやウズベキスタンなどで制度転換が最も緩慢であっ
たのは，始発条件と対外環境（旧東ドイツの場合，旧西ドイツからの大がか
りな援助見込みがあったが，旧ソ連継承諸共和国一ロシアを除く－の場合
西側からの援助は最初から見込み簿であった）の差異に依存するところが大
きく，したがって転換初期に盛んに論じられた「ショックセラピーか漸進主
義か」という規範的問題設定は過度の単純化のそしりを免れないというのが
エルマンの見解である。また，管理可能なインフレにとどまっているチェコ
とハイパー・インフレが進行中のウクライナ，９２，９３年を境に成長に転じた
ポーランド，アルバニアと依然として停滞状況に直面する他の多くの旧共産
主義地域（なお，後述のように94年にはハンガリー，チェコでも回復の兆し
が見られる－堀林）というコントラストも，「始発条件｣，「外的環境｣及び｢そ
れらに規定された経済政策」の帰結であり，それらの考察抜きに「あるべき
経済政策」の観点（規範的見地）のみから現在の事態を評価するのは誤りで
ある。
とは言え，全ての旧共産主義地域は不況，所得格差増大，犯罪増加，財政
危機といった共通の症候群を経験している。そして，それは転換始発期に政
策当時者が「転換がpath-dependentな過程」であることを十分に認識して
いなかったことに由来するところが大きいというのがエルマンのもう一つの
主張である。
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第４の教訓は「国際環境が予想以上に厳しいものであることの判明」であ
るが，これは筆者（堀林）が既に先稿で「国際支援の幻想」として述べたこ
とと同主旨のものである。
（２）過渡期に生じた諸問題についてのエルマンの見解
ロシアにおいて1987-93年の間に男性の平均余命は６才も短くなり，８０年
代のインドネシアの水準にまで低下した。さらに，同国では核兵器も含む武
器密輸が頻繁になっている。コーカサス，中央アジア，｜日ユーゴ大部分の地
域の生活水準低下は劇的である。ここから,エルマンは旧共産主義地域の｢第
３世界への急速な移行は十分あり得る」（第５の教訓）との結論を引き出して
いる。
第６の教訓は｢全ての国有企業が清算されるわけではない(べきでもない)」
というものである。ここで，エルマンは，ポーランドの効率的経済運営に成
功した国有企業の例を引き合いに出しながら私有化万能のアプローチを批判
し，「ハードな予算制約｣，輸入競争，経営者に対する業績評価の強化などの
施策を通ずる国有企業経営改善の選択肢もあり得ることを指摘している。ま
た，ロシアとチェコの「マス私有化」について，彼はそれを経済効率向上の
見地よりも，むしろ変革の社会的支持獲得目的に沿って実施されていると解
釈しているが，筆者（堀林）も同感である（チェコの「新自由主義」の「実
態」についての筆者の理解は後述)。
コルナイと同様，エルマンもまた転換後の「投資の減退」がインフラ悪化，
国際競争力低下（ひいては成長の潜在余力低下）など深刻な事態をもたらし
ていると警告している（第７の教訓）が，エルマンは過渡期における「有効
労働力供給低下」も深刻に受けとめている（第８の教訓)。早期退職の奨励，
年金生活者解雇さらにはヨーロッパ型長期失業者（アメリカ型の短期失業と
区別される）増大によって，男女を問わず，１日共産主義地域では労働参加率
が急速に低下しているが，それは財政危機（歳入減，失業手当てなど歳出増）
及び潜在成長余力減退などの問題を生み出している。
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（３）制度改革の問題点
この側面においては「土地改革」失敗が最も重要である（第９の教訓)。１日
共産主義地域のどこでも従来の国有・集団所有から，個人（家族)農及び｢真
の」協同組合をめざす所有・制度転換が志向されたが，そこでは経済効率化
の動機よりも旧体制解体という政治目的が優先された結果，コルナイの指摘
するような「調整の中断」が生じ，生産の劇的低下，個人農の自給自足化傾
向（特にルーマニア，ロシア)，農村での大量失業（ハンガリー）などの弊害
がもたらされたというのがエルマンの指摘である。
また，コルナイと同様，エルマンもまた転換期における金融制度とりわけ
「銀行制度の役割｣を重視しており(第10の教訓),企業リストラに際してポー
ランドの銀行が果たした菰極的役割とハンガリーでのこの面の遅れを対比的
に描写している。
「慢性的財政問題」もまた過渡期経済の重要問題である（第11の教訓)。歳
入面では私企業の脱税問題，付加価値税導入に必要な準備期間，不況による
税収減などがネックとなっており，これと歳出削減の政治的困難（政府はそ
れによる不人気を恐れる）があいまって，旧共産主義地域の多くが「財政の
罠」に陥っているというのがエルマンの理解である。問題解決として彼が提
起するのは「効果的な課税体系の確立」と「私有化の際の収入面の重視」で
あるが，後者については前述のようにコルナイも「国営資産評価額の維持」
という表現で同主旨の提案を行っている。
エルマンによる第12の教訓は「首都効果」であり，そこでは旧共産主義諸
国における首都とその他地域の間の格差の問題が論じられている。
（４）過渡期経済政策の帰結と経済理論の関連
ポーランドのパルツェロピッチ計画,ロシアのガイダール政策の実施によっ
て両国において短期のうちに「不足経済」は解消（あるいは緩和）された。
その間,私有化はまだ本格的に実施されておらず,国家と国有企業の間の｢温
情主義的関係」（ソフトな予算制約）は残存していた。ここからエルマンは，
旧共産主義体制下での「不足」の真の原因はコルナイの説くような国有企業
の「ソフトな予算制約」にあるのではなく，国家による商業・貿易規制，価
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格規制，マクロ的不均衡一般にあるということ，したがって不足経済の解消
は商業・貿易自由化，価格自由化，マクロ均衡樹立で十分であり，必ずしも
国有企業の「予算制約のハード化」を（したがって大規模私有化もまた）必
要としないという結論を引き出している（第13の教訓。「不足と国有｣)。エル
マンは，これに加えて近年の中国の経験に鑑みて「不足」と国有企業の「ソ
フトな予算制約」との関連よりも，後者とインフレの関連がより立ち入って
考察さるべき論点であるとしている。これは，筆者（堀林）にとっても検討
すべき重要な論点である（筆者はコルナイの言う「ソフトな予算制約」は価
格規制・流通統制なども含む多義的概念であると把握しており，エルマンほ
ど狭義の文脈では理解していないので，エルマンのコルナイ批判を承認して
いるわけではない。但し「ソフトな予算制約」についてはより精密な概念規
定が必要であろう)。
次にエルマンは，ポーランドでは政府が通貨統制力を保持しながら価格自
由化に踏み切ったために比較的短期のうちにインフレ率が月間１桁台に収束
したが，ロシアの価格自由化はそうした前提を欠いて実施されたため長期イ
ンフレを招いたという対照から教訓を汲み取るべきであるとしている（第１４
の教訓「価格自由化のタブー｣)。これと関連して，エルマンは「反インフレ
政策のコスト」についても言及し，インフレ対抗策は必要だが過度に野心的
であれば不況の深刻化・長期化を招くとし「反インフレ」と「成長のための
刺激策」の間で適切なバランスを取ることの必要性を説いている（第15の教
訓)。第16,17の教訓も同主旨のものであり，エルマンによれば転換期におい
て経済成長について然るべき配慮がなされない場合は「経済崩壊」の可能性
があり（例えば90,91年のアルバニアの例。第16の教訓)，現在旧共産主義地
域で「成長政策の必要」が論じられ始めているのは当然のことだと説いてい
る（第17の教訓)。
（５）転換と国民生活
「転換の社会的コスト」は予想を大きく上回るものであった(第18の教訓)。
失業増大，貧困化，教育・医療サービス低下，ロシアにおける平均寿命低下
等々・筆者（堀林）と同様，エルマンもまた93年のポーランド政変，ロシア
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総選挙結果の背景にあるのは「転換の社会的コスト」の大きさに対する国民
の不満であると指摘している。さらに「不平等の拡大」が進行し（第19の教
訓)，それは一方で工業労働者，農民，国有セクター従業員の貧困化，他方で
私的セクター従事者，商人，旧ノーメンクラツーラ，犯罪者の富裕化の形を
とっており，しかも全体として敗者の数が勝者の数を大幅に上回る形での階
層分化であるのが特徴的であるとエルマンは指摘している（ハンガリーのこ
の側面の筆者の分析については，堀林〔15〕を参照のこと)。
（６）今後の方向性についてのエルマンの見解
エルマンは旧共産主義地域過渡期経済政策をリードしてきたのが教条的マ
ネタリストであったとし，その欠点の一つは「資本主義が社会にはめ込まれ
ている方法についての無知」であったと述べている。ここから，古い制度の
破壊だけが先行し，市場が機能するために必要な制度的諸前提創出の問題が
無視されるという弊害が生じた。現在緊急に求められているのはそうした制
度の創造である（第20の教訓「制度の重要性｣)。また，マネタリストの別の
誤りは，ＯＥＣＤ諸国が「国家社会主義」との競争に勝利したのは「長期の
体制間競争」を通じて，市場を「社会的価値に基づく制度及び公的規制」と
適度に組み合わせるシステムを作り上げてきたからに他ならないという認識
の欠如である（第21の教訓「市場信仰は誇張され得る｣)。したがって，現在
要請されているのは市場・競争原理導入のみならず，社会的価値を重視しそ
れに基づく制度と公的規制を導入することであるというのがエルマンの指し
示す過渡期経済政策転換のためのもう一つの原則となる。
他方で，エルマンはウクライナなどで見られるような「国家社会主義」の
制度的遺産や不均衡を放置し何の施策も講じない立場をも拒否する｡｢転換休
止」もまたハイパーインフレや国民生活悪化をもたらすからである（第22の
教訓「休止のコストルまた，中央アジアのトウルクメニスタンのような人
口が少ない産油国では制度や構造改革よりもマクロ安定化が重要であろうと
も説いている。｜日ソ連邦継承諸共和国の今後の転換方向は個々の実情に即し
てそれぞれ異なるものとなろうというのがエルマンの予測である。
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（７）転換をめぐる政治と経済の関係
1989年の「東欧革命」及び1991年の「新ロシア革命」以後「中東欧での政
治的複数主義と議会制民主主義への動きは不可逆的なものとなった」と言わ
れてきたが，それは中欧については妥当しても，旧共産主義地域の全てにつ
いては妥当しない。中央アジア諸国において民主主義的・自由主義的兆候は
見られないし，ロシアについて言えば政治的複数主義はあっても議会制民主
主義はほとんど機能していないというのがエルマンの見解である（第23の
教訓「自由民主主義への道は不可逆的ではない｣)。
また，８９年以後「経済的自由主義と政治的民主主義は不可分である」とす
る説が横行してきたが，これまた正しいとは言えない。現状から予測される
のは「民主主義の社会的市場経済（経済的自由主義の制限）との結合｣，「独
裁による資本主義化｣，「資本主義化の停止」の３つのシナリオであるという
のがエルマンの見解である（第24の教訓「自由主義と民主主義の衝突｣)。と
は言え，エルマンによれば「国家社会主義回帰の危険はない」（第25の教訓)。
１日ノーメンクラツーラ自身が資本主義化の恩恵を享受している｡ポーランド，
リトアニアでの旧左翼政権の復活は民衆の「過去への回帰要求」を示すもの
ではなく「転換の社会的コスト緩和の要求」として把握すべきである。
さて，８０年代に東欧改革派や西側専門家においては「政治的民主化と経済
体制転換なしに経済の好転は望めない」というのが一般的確信となっていた
（例えばＢｒｕｓ〔４〕，〔13皿即ち「経済改革の可能性」の否定，少なくとも
それについての懐疑が存在した（コルナイ〔10〕)。このことは－面で正しい
ことが証明された。バルツェロピッチ計画なしにポーランドのどの共産主義
者も不足経済を解消できなかったろうし，ソ連共産主義体制は93年のモスク
ワの店頭にバナナが自由販売される状況を生み出すことはできなかったとい
う意味において。しかしエルマンによれば，中東欧の例の普遍化は誤りであ
る。中国は共産主義独裁の下で経済改革を実施し経済状況を好転させた。エ
ルマンは「ヨーロッパの転換対アジアの改革」という論点を設定し次のよう
な教訓を引き出している（第26の教訓)。
第１に地球の一地域の例を一般化できないということ，第２にプルスが新
稿（Ｂｒｕｓ〔３〕，９３年）で述べているように，一部の共産主義地域では「経
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済改革が可能であり｣，独裁はこの過程で積極的役割を果たすということ，さ
らに第３に改革は転換（革命）よりもよりよい経済的成果をもたらす場合が
あり得ることの承認である（中国の例)。さらに経済政策上の観点から，第４
に自由化だけでも経済向上面で意味を持つこと，特にマクロ不均衡が明白な
場合の価格自由化の意義は大きいこと（中国の例)，他方で逆にソフトな予算
制約と独占状況が蔓延する条件の下でのそれは他ならぬインフレ加速化の弊
害を伴うということ（ロシアの例）を教訓とすべきである。さらにエルマン
によれば，第５に自由化の目標が何であるかが重要である。もし自由化が体
制転換そのものを目標にして行われるならば，貧困化，工業の陥没，犯罪の
増加などが生じても，市場関係が拡大すればそれはそれで成功と言い得るで
あろう。しかし，中国やベトナムにおける自由化の目標は経済成長と国民生
活の向上，それを通じての政治権力の維持に置かれており，自由化がそれに
貢献すれば，それはそれで成功と言い得る。ここで，エルマンは「ヨーロッ
パの転換対アジアの改革」についての自らの価値判断を明示的には示してい
ない。しかし中国の経験から中東欧の転換の意味を再考しようとする彼の姿
勢は明確である。筆者（堀林）もまたこの論点への解答を迫られている（後
述)。
エルマンの第27の教訓は「ミネルヴァの鳧は薄暮に飛び立つ」である。こ
の部分はアイロニカルで旧共産主義の体制転換についての彼のアンビバレン
トな感情を鮮明に示しており興味深いのでその箇所を訳出して示すことにする。
「ある国が速やかに社会主義から脱却し第１世界に加入する方法を示すよ
うな完成された「転換の経済学」はまだ存在しない。我々は現在，４年前よ
りもはるかに多くのことを知っている……｡もちろん,そのことは幸運であっ
た。ラパツキは「1980～81年と88～89年に「連帯」を支持し共産主義崩壊に
決定的役割を果たしたブルーカラー労働者が市場経済への移行において敗者
となっているという歴史的逆説』に注目している（Rapacki〔８〕)。もし彼
らがそれを前もって知っていたなら，あれほどエネルギッシュに共産主義と
闘うことはしなかっただろうし，その場合体制はもっと長く生き延びること
になっていたであろう」（Ｅｌｌｍａｎ〔５〕ｐ､１９)。
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Ⅳ、コルナイ，エルマンの所説の批判的検討一若干の論点について
以下ではコルナイ，エルマンの所説の批判的検討の形を取りつつ筆者（堀
林）自身の見解を提示してみたい。
予め述べておけば，筆者の基本的見解は93年発表の論稿「過渡期経済政策
のアポリア」（堀林〔14〕）の主旨から大きく変化してはいない。但し，先稿
が主として中欧の経験の総括を踏まえた過渡期経済政策論であったのに対し，
本稿は旧共産主義地域全体，さらには中国などアジアの経験までも視野にお
さめ，また「政治的気流の変化」など中欧の先稿執筆以後の変化をも念頭に
おいた「過渡期経済政策再論」を志向しているので，先稿で論じなかった論
点（また充分論じなかった諸論点）についての筆者の評価（あるいは補足的
評価）も本稿で試みることにしたい。
（１）不況要因について
佐藤氏はコルナイの「転換不況論」を評して「｢政策失敗」を「体制転換」
一般のなかに解消しているような弁護論的なところがないわけではない」と
述べられているが（佐藤〔12〕241ページ）筆者も同感である。「総需要縮小｣，
「供給反応の遅れ｣，「調整の中断｣，「金融制度の不備｣，「ハードな予算制約」
などが旧共産主義地域不況の｢複合的要因」であるという点に限って言えば，
筆者はコルナイの所説について大きな異論はない。しかし，エルマンも指摘
するように｢転換はpath-dependentな過程｣であって体制転換の帰結は｢採
用された政策選択」にも依存する。例えば，コルナイが不況の第１要因に挙
げている「売り手市場から買い手市場への転換」（総需要縮小）は｢転換一般」
から生じたのではなくて，彼自身も認めているように政府の採った総需要抑
制策（マクロ安定策）の帰結に他ならない。そうであるとするならば，「長期
不況」からの脱出を最優先する「成長へのハーフターン」を主唱する前に，
コルナイは転換初期のマクロ安定策についての彼自身の評価をまず明らかに
しておかなければならないはずであるが，前述のように彼はこの問いを避け
「状況の論理」から政策転換を主張している。筆者（堀林）のコルナイ批判
の一つはこの点にある。
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筆者自身について言えば,先稿において中欧不況の最大要因は｢マネタリー
な安定を優先するあまり実体経済を軽視したこと」にあるとして，供給面に
重点を置いた不況要因論を展開したが（そして現在もその立場に変化はない
が),その際旧共産主義地域の多くで実施されたマクロ安定化政策そのものの
是非については深く立ち入った考察を加えなかった。コルナイを批判するな
ら，この論点についての筆者の考え方を，この際より明確に示しておくこと
が必要である。そこで，次の項目でこの点を論じることにしたい.
なお，先稿において筆者はコルナイの言うところの「調整の中断」を中欧
の不況諸要因の中でそれほど重視しなかったが，旧共産主義地域全体につい
て言えばこの要因が生産低下に及ぼした影響の大きさを筆者は否定しない。
特に，旧ソ連邦継承諸国や旧体制からの離脱がまだ不明確なバルカン諸国に
ついてこの不況要因は相当の比重を占めると言ってよい。
この点と関連してプルスの近稿（Ｂｒｕｓ〔３〕）は，ゴルバチョフ時代（特
に1987～91年）のソ連の「調整不在のメカニズム」を鮮やかに描写しており
興味深い。彼によれば，政治的複数主義の導入とグラースノスチは，多くの
大衆迎合的政治家を生み出し，ロビー活動を活発にし，また諸民族・地域の
自立化傾向を促進するなどの副産物を伴い「官僚的調整」を麻庫させた。他
方で，中央統制力の弱化は「市場的調整」に不可欠の価格自由化，財政改革，
予算制約のハード化，所有関係改編などの遅延を招いた。こうして「計画も
市場もないカオス」が現出したのである。市場はただ「闇経済」の中でのみ
成育し，汚職と「マフィアのルール」が社会の隅々にまではびこる事態が生
じ，生産，投資，生活水準とも大幅に低下した。プルスによればこの苦痛を
「転換コスト」と呼ぶことすらできない。なぜなら，それは本格的な経済体
制の転換以前の経済悪化であったからである。
「エリツィンのロシア」は92年以後本格的な経済体制転換に踏み切った。
しかし「調整の中断」は随所に見られる。
（２）マクロ安定化政策について
マクロ安定化策とは，筆者の理解では国内通貨の信頼性回復措置のことで
あり，そこにはインフレ克服，物不足のため費消されない通貨の「滞貨」現
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象（｢抑圧インフレ｣）一掃の他に，国内価格体系と国際価格体系の対応関係
創造，国内通貨の外貨との免換など多様な目的が含まれている。この目的達
成のために，過渡期経済政策立案に際して旧共産主義地域の多くのブレーン
（あるいは西側アドバイザー）が志向したシナリオは次のようであった。彼
らによれば，顕在化しているか潜在的であるかは各国によって異なるとして
も，旧体制の下では不均衡（超過需要）が一般的であるから，まず価格自由
化によって不均衡を「暴麟」し，「調整インフレ」によって超過需要を吸収し，
また他方で貿易自由化を通じて国内価格体系の歪みを是正することが必要で
ある。さらに，インフレを統制可能な範囲に留めるために賃金抑制，「予算制
約のハード化｣，緊縮財政・金融政策（総需要抑制策）を上記の自由化と同時
に実施しなければならない。そうすれば，比較的短期にうちに国内通貨の信
頼性は回復しマネタリーな安定が得られるであろう。
私見によれば，過渡期の始発点で想定された前述のような「マネタリスト
的アプローチ」は，思考の筋道それ自体においては全くの誤りであるとは言
えない。しかし，問題点の一つは，旧体制下の不均衡の程度についてのポス
ト共産主義政権の認識，さらにそうした認識に基づいて実施された総需要抑
制政策の強度にあった｡中欧だけをとってみても,ハイパー・インフレのポー
ランド，わずかな不足とインフレを伴うハンガリー，ほぼマネタリーな均衡
状態にある旧チェコスロヴァキアというように転換の始発条件は異なってい
た。ポーランドのような場合，ハイパー・インフレ克服は緊急課題であり，
したがってバルツェロピッチ計画のような強い総需要抑制策（ショック・セ
ラピー)の実施は理解可能である。しかし，旧チェコスロバキアやハンガリー
で類似の措置がとられる必要があったのかというのが筆者の先稿における批
判の主旨であった（その際，筆者の理解によれば旧チェコスロヴァキアはも
ちろんのこととして,通常｢漸進主義」として特徴づけられているハンガリー
のマクロ安定化策も「隠れたショックセラピー」であった。後者については
Bakos,'《HungarianTransitionafterThreeyears'',Europe-AsiaStudies，
No.7,1994も同様の評価を下している)｡強い総需要抑制策によってマクロ的
安定化が獲得されたとしても，その対価が「長期不況」というのであればそ
のコストは大き過ぎる。
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さらに，マネタリスト的アプローチの第２の問題点は，マネタリーなマク
ロ的安定化が得られれば，自動的に供給反応（新しい需要・価格構造の下で
の構造転換）がそれに続き，したがって総需要抑制に伴う生産低下はせいぜ
い短期の「調整リセッション」に留まることが暗黙の了解となっていた点に
ある。しかし，プルスが正しく指摘しているように「ショックセラピーは経
済安定化に適するものであっても，それ自体として構造転換にとって意味を
持つものではない」（Ｂｒｕｓ〔３〕ｐ､425)。もちろん，緊縮政策による国営企
業の「予算制約のハード化」が供給反応を刺激する側面をある程度期待する
ことはできよう。しかし，本質的にはマクロ的安定化と供給側の構造改善は
それぞれ独自性を持つ別の課題である。したがって，過渡期経済政策はマク
ロ安定化と供給構造改善の政策ミックスとして立案されるべきであったとい
うのが筆者の理解である｡例えば,私有化過程が長期的課題であり，したがっ
て構造改善も長期を有することが明らかであれば「長期不況」を回避するた
め，総需要抑制は漸進的に行い，その期間に「公的介入」によって「供給反
応」強化（国有企業の構造改善，私的セクター拡大支援）に努めるというの
も一つの選択肢であったであろう。
筆者がここで述べていることは，エルマンの言う「ミネルヴァの巣は薄暮
に飛び立つ」といった後知恵に属する事柄ではない。転換初期にあった「漸
進主義かショックセラピーか」の論争は，マクロ的安定化のための速度・方
法のみならず，供給面での対策をも論点に含めながら展開されていたという
のが筆者の理解である。
前述のように，コルナイも供給面の不況要因を重視し「シュンペーター的
不況」に言及しているが，彼の立論の中には，不況と転換初期の政策選択の
ありようとの関係を不問に付し「政策の失敗」（過度の総需要抑制，実効的供
給改善策の欠如）を「体制転換一般」の中に解消するという問題点が含まれ
ている。
なお，エルマンが言及している別の論点，即ち価格自由化とマクロ安定化
政策の関連についての彼の見解は正当である。独占状況，国家の通貨管理能
力喪失という条件の下での自由化が止め処もないハイパーインフレの長期化
に結びつくことはロシアの実例が示す通りである。
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さらにエルマンが述べている「休止のコスト」との関連で言えば，筆者は
上記で定義した意味でのマクロ安定化（国内通貨の信頼性回復）の意義自体
を全面的に否定しているわけではないことを再度確認しておきたい。繰り返
しになるが，マクロ安定化は実体経済安定との比較考量の上で実施さるべき
であるというのが筆者の見解である。
（３）マクロ安定化と構造改善は並行的課題一中欧経済の現況との関連で
前述のように，過渡期経済政策は筆者によれば転換始発点からマクロ安定
化策と供給面の実効的構造改善策のパッケージとして立案され実施さるべき
であった。したがって「成長へのハーフ・ターン」がマクロ安定化の後に必
要になったかのような印象を与えるコルナイの立論の仕方に筆者は同意しな
い。さらに，マクロ安定化と櫛造改善の並行的実施は現在なお旧共産主義地
域で求められている政策課題である。これを，ポーランド,ハンガリー，チェ
コの中欧３ヵ国の現状に即して見てみることにしよう(以下の数値の出所は，
主としてEIUCountryReport，1993,94）。
ポーランドは，９０，９１年にあわせて約20％の実質ＧＤＰ縮小，約35％の工
業生産の下落の後，９２年以後回復に向かい，ＧＤＰで同年１％，９３年3.8％，
94年4.3％(推定)の成長をおさめ,工業生産についてもそれぞれ3.9％,5.6％，
4.7％というプラスの数字を残している。また，投資も93年から拡大基調に転
じている。しかし，生産の回復は雇用の減少を食い止めるまでに至っておら
ず，９４年の失業率は中欧３国中最大の16％にまで到達している。
他方で,バルツェロピッチのショック・セラピーによって91年に約600％に
到達したハイパー・インフレはその後緩和したものの,93年35.396,94年39％
というインフレ率は中欧３ヵ国の中で最も高い。旧共産主義体制末期の政権
を悩ませた膨大な対外債務の重圧は，９１年３月のパリ・クラブにおける西側
債権国による公的債務半減措置，９４年４月の同クラブによる2020年までの債
務返済方法の決定（毎年ポーランドは利子の20％を返済）によって緩和され
てきているが，９３年段階においてもポーランドの貿易・経常収支は赤字であ
り対外バランス回復の課題はまだ残されている。
こうして，転換５年後の現在においてもポーランドはさらなる構造改善に
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よる成長の定着化と雇用改善，対内・対外バランス回復のための安定化措置
継続という並行的課題を追求する必要に迫られていると言えよう。
チェコもまた，９０～93年の不況局面（ＧＤＰで約25％，工業生産で約40％
の縮小）の後ポーランドより２年遅れで94年からようやく回復局面に入った
（ＧＤＰで２％，工業生産で0.8％の成長。推定)。ここでは，ポーランドと
は対照的に大幅な生産減退がそれに対応する雇用削減と連動していないのが
特徴的であり，失業率3.5％（93,94年）という数字は中欧３ヵ国のうち最低
である。また，価格自由化により91年に約58％に達したインフレ率も短期の
うちに低下し，９４年10％という数値は中欧３ヵ国の中で最も低い。９３年の経
常収支は黒字であり，また対外債務残高70億ドルという比較的低い数値，さ
らに財政収支均衡（93年黒字）というファクターもつけ加えるなら，チェコ
は中欧３国中マクロ安定化に最も成功した例であると言って良いであろう。
しかし，９４年の工業生産の回復が１％にも満たない低い数値にあることに
端的に示されているように，チェコはミクロ構造の改善（リストラ）におい
て３国中最も遅れた状態にある。マス私有化（バウチャー方式の私有化）に
よって，所有権の形式的移転は進行しているものの経営構造の改善は進展し
ておらず予算制約はソフトである。それは，企業間負債（ひいては銀行の不
良債権につながる）がＧＤＰの14％にも及ぶという事態の中に如実に示され
ているし（｢隠れたインフレ｣)，また工業における生産性の成長率が中欧３国
の中で最も低い（93年マイナス1.2％･同年のハンガリー13.4％・ポーランド
７％の数値と比較せよ）のもこれを反映したものである。エルマンも指摘し
ているが，クラウス首相の「新自由主義」的立場の誇示とは裏腹に，チェコ
においては政府と労働者の間で，生産縮小には賃金削減で対処し解雇に訴え
ないとの暗黙の合意がなされていると言われている（隠れた余剰労働力の存
在)。９３年の「倒産法」施行以後も，実際の倒産を極力避ける措置がとられて
おり，失業率が増大していないのもこのためである。さらに，貿易収支の堅
調も低賃金による輸出コストの低さに由来するところが大きい。
このように，チェコの達成されたマクロ的安定化は供給サイドの構造改善
を伴うものでないために，いずれはインフレ・対外不均衡が現れる芽をもつ
脆いものであると言っても過言ではなかろう。したがって，ここでもマクロ
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安定化と構造改善の並行的実現が課題となっていると言えよう。
コルナイが主として自国ハンガリーを念頭に置いて「成長へのハーフター
ン」を構想していた93年に，既にこの国でもポーランドに次いで景気回復の
兆しが生まれ(90～92年の約30％の工業生産低下の後,93年には同部門で４％
の成長)，９４年にはＧＤＰで２％の成長（90～93年に約20％の低下)，工業生
産で５％の成長（推定）が見られ，同年投資も転換後初めて増加傾向を示し
た。失業率は92年の13％から94年末には11％に低下しているもののまだ大き
い。インフレは91年の35％を境に緩和し始め，９２～94年には22～25％の幅で
推移している。
ハンガリー経済の問題は，成長の兆しとほぼ同時にマクロ的不均衡が再浮
上しつつあるということである。とりわけ,９２年半ばから始まる輸出の低下，
経常収支の赤字，対外債務の増大が問題である。転換初期に貿易収支は堅調
で，それが対外債務減少・外貨準備高増大に貢献したが，コルナイの指摘に
あったように初期の輸出増には構造転換を伴わぬ国有企業の「出血輸出」が
含まれていたこと（したがってその後予算制約のハード化の中でこれが不可
能になった)，ＥＵの保護措置などが輸出減退の背景にある。経常収支の赤字
のため,対外債務は92年の214億から93年末には一挙に245億ドルにと増大した。
さらに，「財政の罠」（対内不均衡）も深刻化し，９３年，９４年の財政赤字の
ＧＤＰに対する比率は８～９％にまで増大し，ＩＭＦによる融資基準を満た
し切れない水準に到達している。財政赤字はインフレ要因となる他，クラウ
ディングアウト効果を通じて成長源泉としての民間投資に悪影響（資金調達
困難）をもたらすということからしても放置できない問題である。
こうして，ハンガリーにおいてはコルナイの「成長へのハーフターン」の
提案は採用されず,９４年６月誕生の社会党中心の新政権の｢経済プログラム」
のなかでは，経済安定化（消費抑制，貯蓄優先，反インフレ，対外債務増大
阻止等々）が最優先され緊縮政策が実施されるに至っている。成長について
は，その前段階としての「経済成長条件の創出」が現在の課題であるとされ
ている。しかし，他方で社会民主主義の見地から「社会問題に敏感な国家」
が目ざされており具体的には「失業の縮小」が重要目標として掲げられてい
る。
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さて，中欧３国の現況をサーベイしてきたが，筆者がそこで述べたかった
のは，マクロ安定化と供給構造改善は転換当初から並行的課題として設定さ
るべきであったし，現状においてもそうであるということである。この点で，
筆者の主張は「状況の論理」を政策変化の必要の根拠とするコルナイの「成
長へのハーフターン」の提案とは異なることを再度強調しておきたい。
また，成長誘導手段について述べるならば，投資・輸出促進のための優遇
税制，金融制度の拡充，国家の民間企業との「リスク・シェアリング｣，国内
産業の一定の保護措置導入などコルナイの提案に筆者はほぼ同意するもので
ある（そしてそれらの多くはハンガリー社会党主導政権の経済プログラムに
既に織り込み済みである)。しかし，既に述べたようにコルナイにおいては，
成長の担い手が主として私的セクターであるとする想定があり，国有企業の
構造改善策についての提案はあっても，さほど重視されていないという問題
点が見られる。コルナイが転換初期の新自由主義的アプローチからの一定の
「転向」を示しているのは事実であるが，それはマクロ安定化と合わせて供
給サイド面も重視するという立場への転換に留っており，私的セクターの成
長に構造転換のほとんど全てを委ねるという彼の転換初期の立場について言
えば，そこに大きな変化は見られない。それは，おそらく「公的介入」を許
容しながら，今なおコルナイが旧共産主義地域が到達すべき着地点として新
保守主義的「小さな国家」型市場モデルを想定している（コルナイはそれを
明示的に述べているわけではないが）ことと関連があろう。
Ｖ，小括一到達可能な市場経済の型について
筆者は先稿（堀林〔14〕）において，旧共産主義地域の過渡期は市場経済へ
のそれであることは確かであるとしても，到達すべき市場経済の型について
は未定であるとし，この問題の解答を留保した。既に，新保守主義（自由主
義的）的移行経路は経済に及ぼす打撃と社会的コストの大きさからして不適
切であることは明らかであり，さらに気の遠くなるような私有化見通しから
して「小さな政府」型の市場経済を旧共産主義地域過渡期の当面の着地点と
して設定する構想の非現実性も明白であったが，他方で福祉国家型混合経済
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を到達点として予見するのも，旧共産主義地域の経済発展水準からしてリア
リティを欠くというのが当時の筆者の解答留保の理由であった（福祉国家は
高い生産水準を前提としたうえでの市場と再分配原理の混合であるというの
が筆者の理解である)。
また，エルマンの表現を借りるならば，転換はpath-dependentな過程で
あり「始発条件｣，「対外環境｣，及び「それらに規定される経済政策」に依存
しており，したがって過渡期の着地点は諸問題解決の過程でおのずと形成さ
れる性格のものである。その際，もし「規範的見地」から予め到達点を示す
試みが性急になされ，それを基準にあれこれの政策の是非を問うという方法
論と結びつけられるならば現実的な政策選択の余地を狭めるという弊害をも
たらすであろうというのも，筆者が「旧共産主義地域が到達すべき市場経済
の型」の問題の解答を留保したもう一つの理由であった。
しかし，転換がたとえpath-dependentな過程であると言えども，５年間
の経験の総括から，旧共産主義地域（さしあたってここでは中欧）が辿り着
く可能性の大きい市場経済の型の見通しを持つ試み自体は許されるであろう
し，それが非現実的な転換経路や着地点構想批判として利用される場合は有
益であろう。
上記の論点は，プルスの近稿での議論（Ｂｒｕｓ〔３〕）とも関連を持つので，
中欧過渡期経済の着地点予測の前に，彼の近稿の主旨について言及しておき
たい。エルマンが言及しているように，従来プルスは１日共産主義地域の経済
改善は｢経済改革」（一党制と国有堅持の下での市場的調整メカニズム作動の
試み）では不可能であり「体制転換」（政治的複数主義導入と私的セクターが
支配的な市場経済の構築）が不可避であるとし（Ｂｒｕｓ〔４〕)，政治的民主化
を欠いた中国の経済改革に批判的であった。しかし，近稿において彼は,慎重
な言い回しながら中国的な「経済改革」が経済実績改善に貢献する可能性を
承認し，共産主義の「進化的な市場経済への道」（政治転換の先送り）も可能
な選択肢の中に含めるという立場に転じている。筆者もまたプルスと同じよ
うに少なくとも「短期的」には（中国では79年の改革・開放政策から15年間
平均年率10％に近い成長を遂げているから「短期的」と言えども，それは少
なくとも10～20年の期間を含むものである）「社会主義的市場経済」は一定の
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条件の下で可能であるとし，アジアの現。１日共産主義（ベトナム，北朝鮮，
モンゴル，中央アジアの旧ソ連邦継承諸国）の今後の動向を占う際，そうし
た可能性をも視野におさめておくべきであると考えている。
中国では始発条件(農業人口が圧倒的で集団化以後日が浅い),対外環境(成
長する東アジア圏，華人資本の存在）に適合した改革・開放政策（農業の実
質的私有化，私的農村工業容認，「特別区」設定と華人資本，日欧米外資の受
け入れ）によって，一党制と国有セクターが支配的な条件の下でも「経済的
奇跡」を実現してきた。しかし，他方でプルスも指摘しているように，中国
において国有セクターの「ソフトな予算制約」の問題は残されており（エル
マンの指摘するように，これが94年で20％に達するインフレ要因を形成して
いる)，それが一党制支配と不可分のものであるとすれば，現在までの成長要
因（外資流入，私的セクター拡充）に何らかの障害が発生した場合，「経済改
革」の「体制転換」（政治転換と国有企業の本格的私有化）への転化という中
東欧が辿った道の再現の可能性が中国にも存在することも念頭に置いておく
必要があるであろう。
さて,上記において筆者は「path-dependencyと予見し得る将来の可能性
との関連」の例示を意図して中国を取り扱ったのであるが，それでは中欧の
これまでのpath-dependentな転換過程の総括と現状の分析から，当該地域
の今後の経路をどう占うことができるであろうか。対外環境面でまず明白な
のは，エルマンが「予想以上に厳しかった」とする転換初期の環境は現在も
変わっておらず，近い将来改善される見込みも薄いということである。中欧
のＥＵ加盟の展望は世紀末に持ち越されそうであり，若干の回復局面にある
とは言え，西欧経済のダイナミズムによる中欧経済の浮揚を近い将来予見し
得る材料は見当たらない。第２に，転換初期に存在した「下からの私有化」
エネルギー（中小規模の起業ブーム）は，コルナイが指摘しているように転
換５年後の現在汲み尽くされつつある。
第３に言えることは，エルマンの指摘するように「全ての国有企業が清算
されるわけではない」ことがほぼ明確になっているということである。これ
は,主として私有化の様々な理由での困難さが原因となっている｡ハンガリー
では外資導入型私有化が先行したが優良企業の売却と共にその可能性は汲み
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尽くされ，またチェコでも「マス私有化」の対象となっていた航空会社，自
動車製造業のリストラの遅れを嫌って外資（フォルクスワーゲン，エアー・
フランス）が撤退するという事態が生じている（93年)。確かに私有化につい
ては，佐藤氏（佐藤〔12〕）やコルナイの指摘（前述）にあるように，国家や
銀行の介入・融資，あるいはホールディング会社によるリストラを通じて資
産価値の維持向上をはかり私有化を容易にし，その過程を速める方法が志向
さるべきであろう（ハンガリー新政権の経済プログラムにこの方法は織り込
み済みである)。
しかし，第４に私有化にはそうした技術的問題とは別の社会的コスト（特
に失業問題）と絡む困難が存在することを忘れるべきではない。前述のよう
に，ポーランドとハンガリーにおける左翼政権「復活」は「転換の社会的コ
スト」の大きさと関連を持っており，またチェコで「新自由主義的政権」が
延命しているのは「転換コスト」を回避する政府・労働者間の暗黙の了解が
存在するからである。ハンガリーの新政権は，国会とは別に政府・経営者・
被雇用者からなる「３者協議会」を制度化し「転換コスト」をめぐって各勢
力の｢利益調整」を図ろうと模索している。このような状況を見るならば｢転
換の社会的コスト」の問題がネックとなり国有企業が広範にしかも相当期間
に及んで存続する可能性が大きいと考えるのが自然であろう。また，ハンガ
リー新政権がその「経済プログラム」において「雇用促進」のための地方自
治体主導「非営利企業」創設を提案していること，政治的バイアスを伴って
実施された前政権による土地再私有化を批判し，農業における国有・協同組
合・私有セクターの調和的発展を志向していることも重要である。
上記のような中欧の現況と将来展望からして，当該地域の過渡期経済の着
地点は少なくとも短期的には「混合経済的市場経済」となる可能性が大きい
と予測して良いのではなかろうか。また，それは北欧（西欧）に存在するよ
うな高度な生産水準に支えられ，市場と社会的公正に基づく再分配が組み合
わされている「福祉国家的混合経済」とは異なり，相対的に低い生産水準の
下で「転換の社会的コスト」緩和のために余儀なくされた「混合経済的市場
経済」であるというのが筆者のさしあたっての予見である。
（1995年１月１０日脱稿）
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